
 

Q：JR東海の返事は 5月に説明会をやったからもうやらないであった。国交省は JR東海が説明責任を放棄したことを

容認されているのですか？ 

国交省：都市局の横田でございます。事業者の説明をどういうことをやってきたのか聞いておるんですけれども。説明

会の実施に当たりまして、まず開催日時場所について事業区域を含む地域の広報誌に掲載、あるいは自治体の回覧によ

る周知を行ったことは確認しております。事業者の行った説明会においてリニア、つまり中央新幹線で事業区域を知ら

ない地権者もいるという意見があったと聞いていおりまして。そのことをふまえまして、我々として事業者に対して事

業区域の地権者等に対してもあらためて事業区域を周知するように・・・しております。事業者は事業区域にかかる地

権者・居住者に対して事業区域を示す図面を添付した上で説明会の資料を事業者のホーム・ページや事業所で公開閲覧

している。個別に回ったり郵送したり周知をしていると聞いております。事業者の説明責任がどうかということちょっ

とまあなんとも言えないんですけれども、こういった対応が行われたということを（ぼそぼそぼそ・・・・・。） 

Q:ホーム・ページに載ってます。JR東海のホーム・ページを日々チェックされている方って大田区で何パーセントくら

いいらっしゃるでしょうか？普通見ないです。広報に載ってます。確かに載ってます。新聞の死亡広告とみたいな名刺

3 分の２くらいの大きさのがひっそりと。しかもリニアの「リ」の字もない。普通の人が読んだらピントこない。しか

も驚くべき事に説明会に収用する人数は先着 245名様。大田区は人口が 70万人ですよ。もちろん 70万人全員がリニア

新幹線の上に住んでいる人ではありません。しかし 70万人とは言わずとも万単位でいらっしゃるのですよ。広報で本当

にめだたないかたちで告知してそれでやりましたというのは、本当にやったというかたちをつくるためだけのアリバイ

工作としか思えないです。さらに、資料を用意して閲覧できるようにしている。これは非常に傲慢な話です。品川工事

事務所に来ればわかるよという話です。来いと。 

Q：田園調布で署名 242 筆あつまりました、これは周知がされていないことの証明ですよね。と何度も言いました。と

ころがそれに対して品川事務所に来れば説明するし資料も閲覧できますよ。都市型の説明はやめて、風が過ぎるまで待

とうという体制に入ってしまったのではないかと非常に懸念しております。やりすごしているうちに認可がおりる、そ

したら良かったとすましてしまうのではないかと懸念しています。 

私ども是非とも説明会を開いてほしい。私たちが心配しているのは町の安心安全です。本当に住んでいて大丈夫なので

すか。万が一なにかあった時どういう補償がなされるのかよくわからない。賠償スキームが提示されればまだいいので

すが、もし、民法にもとづいて損害賠償しなさいということだと現実的に原告側が因果関係を立証するのは不可能だと

思う。 

Q:説明会をして、そういう問題をクリアするまでは認可はしないようにしていただきたいと言うことを訴えたいと思い

ます。それからもう１つ外環道に関しては、同じ大深度で同じことなのですが、家屋調査を行ったと聞いております。

リニアの工事でではなぜ行わないのか。お聞きしたい。 

国交省：家屋調査の件でございますが、工事時になんらなかの損害が発生した際に損害賠償責任制度の流れです。工事

に起因する損害賠償を立証する方法の１つということで是非家屋調査をということですが。損害と工事の因果関係の立

証に関しては被害者の方々と事業者の方々の間でおこなわれるべきものですので、これに関しては我々は関与する立場
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にない。 

Q：要するに事業者と個人の間で自己責任においてやりなさいということですね 

それは公害訴訟の時がそうなのですけれども巨大企業対一個人の力関係がどういうものかおわかりでしょうか。一個人

が公害と健康被害との因果関係を立証することがどれくらい大変かとうことがおわかりですしょうか。（長い沈黙・・・）

そういうことに関しては国交省は一切関係ないということですか。 

国交省：民法の解釈の問題でありまして立証責任を、おっしゃいますように、被害者側のみでやるべきか。事業者の方

にてんかできるのか。その辺は判事でもいろいろケースがございますので、そのケースに応じて裁判なりでいろいろ争

われるべきなのかなと思っております。 

Q:要するに、やってみなければ、わからないということですね。 

公害訴訟の場合は初期においては個人が立証責任をおわなければならないということがものすごく高いハードルになっ

てきました。でも、判例のつみかさねによって、それが緩和されてきました。完全に立証しなくても蓋然性であればい

い。そういう流れがある。公害訴訟の立場は被害者が大勢いいる。広域にわたる。だから原告団が結成できます。弁護

士もたくさんつけます。リニアのように線の問題だと被害がでる人が一人だったとする。そうしたらお手上げですね。

大企業に対して。そういうご認識はございませんか。 

国交省：そういう仮定の問題に関してはなかなかお答えしづらい問題でございまして。立証責任に関して民法の解釈に

よってくるかと思いますので。なんともこの場で申し上げるのを差し控えたいと思います。 

（沈黙） 

Q：すなわち、事業者に事業をやっていいという認可はするけれども何かが起きたら、それは、事業者対被害者で対決

しろよということでございますね。（沈黙） 

国交省：あの、今、都市局のほうでは大深度地下の使用に関する認可、あるいは認可拒否という処分を今行おうために

審査していると言う状況でございまして。事業者、中央新幹線の工事の管理ですとか監督をする立場にない・・・と思

っております。今都市局は大深度地下の使用に関して認可ですとか認可の拒否の処分を行うという立場ではございます

けれども、この都市局は中央新幹線の工事自体を管理・監督する立場ではないと言うことでございます。 

Q:それは、都市局が単に管理監督していないと言うことですか？それとも国交省として管理監督責任はないと言うこと

ですか？どの局が責任あるのですか？どういう局が責任もてらっしゃるのですか？ 

国交省：鉄道局：こちら鉄道局でございますけれども、中央新幹線の工事の認可につきましては鉄道局で行っておりま

す。 

Q:認可のことではなくて、監督責任はどちらの部署ですかとお聞きしているのですけれども。 

Q:鉄道局には監督責任があるということですか。 

国交省：工事の単に監督については、工事の実施をしている JR東海がそういう立場にありまして、我々はその工事を

認可したという立場でございます。 

Q：よくわからないのですけれど。認可してあとはおしまいと言うことですか。 

国交省：認可にするにあたりましては、我々の方で JR東海に対していくつか指示というものをおこなっておりまして、



その中の１つに当然工事を進めるにあたっては地域の方の協力と理解を得ることが重要だと言うことで国土交通大臣か

ら JR東海にも指示をしている。ということでその地域の理解を得ながら、事業を進めるように指示をしているところ

でございます。 

Q:であれば、その指示が守られていなのではないですか。げんに、田園調布だけでも 242筆の署名が 3日間であつまっ

たという事実はどう受け止めになりますか。署名のコピー持ってますからよろしければ差し上げますけれども。そうそ

うたるお名前の方の署名が載ってます。 

今住民の周知の徹底をはかり指導せよとおっしゃていましたが、今この状態をどう評価されるのですか。もうすべてが

行われているとご理解されているのでしょうか。ここに田園調布に隣接する上池台の代表の方も来ていますが同じよう

に署名をして JR東海に持って行って、5月にやったからやらないと断られたのです。そう言う対応を容認されていると

のことですか。 

国交省：今年の 5月に実施された説明会におきましては大深度地下の使用認可を JR東海が申請したことについて説明

会が実施されたと我々としては認識しております。それとは別に平成 26年 10月、鉄道局はリニアの工事自体の認可を

しております。そのあと認可後に事業説明会のことで東京都だけでなく愛知県の沿線のところまで事業説明会というの

を行っております。工事の契約がなされた段階では JR東海と工事の契約をした事業者が工事説明会というかたちで、

これは、工事契約がなされた場所で順次行われています。場所によっては実施されているところと実施されないところ

がございますけれども、説明会につきましましてはそういうかたちで順次実施されていると我々は承知しております。 

Q：実際問題みなさん知らないのです。広報に小さくしかもリニアの｢リ｣の字も出さない、先着 245名様の説明会をや

ります。普通見ないですよね。広報を目を皿のようにしてみますか。見落としてしまいますよ。そういうのって周知っ

て言わないのですよ。ましてや自分の会社のホーム・ページにのっけたから、それを見てない方が悪いみたいな言い方

するのは全く傲慢そのもの。 

Q：田園調布に住んでいる者なのですけれど、我が家の真下をトンネルを掘られてリニアが走ると。本当に寝耳に水で

説明会をやったというのが私の中には全然聞いた覚えがないんですね。とにかく北海道であれだけの大地震がありまし

た。これで JR 東海さん、これですこし認識を変えたのじゃないかなと思ったくらいなのですけれども。国交省として

は地震との関係をどのようにお考えでしょうか？ 

国交省：ただいま大深度地下使用の申請について審査をしているところですが、地震との関係ももちろん。環境と安全

は特に配慮すべき事項になっておりまして、ただ、審査中ですので詳細について現段階でお答えすることは控えさせて

いただきたいと思っております。（・・・・・）一般論といたしましては大深度地下使用にあたっては、安全環境保全は

特に配慮すべき事項と思っておりますて、地震についても特に配慮すべきことと特に明記しております。我々はその指

針方針等にのっとりもとづいて審査を行っているところでございます。 

Q：未知の活断層があることが今わかってきているのですけれども、JR東海は既知の活断層しか考慮に入れていいない。

未知の活断層については一切考慮に入れてないようですが、この点についてはどうお考えですか？ 

国交省：それにつきましては現在審査中ですので現段階ではお答えすることは差し控えさせていただきたいと思ってお

ります。 



Q:JR東海は活断層はないと説明しているのです。ルート上に確認された活断層はありませんと言う言い方をしていた。

このことは間違いだと言うことをちゃんと指導してもらわないと。そんな安全の考え方で計画を進められると、あとあ

と、すごく危険なことにになる。都市の防災の基本じゃないですか。 

国交省：それにつきましても申請書の内容を現在審査しているところでございますので。今現在審査しておるところで

すので我々の現段階での見解を申し上げることは差し控えさせていただきたいとそのように考えております。 

Q：さっきみたいにわからない活断層があるので、どこで地震があるかわからない活断層があるかもしれないと考慮に

入れると言うことですね。もちろん。 

国交省：考慮にいれるかどうかということも含めまして現段階においてお答えすることはできません。 

Q：考慮に入れるか入れないか言えないということは、考慮にいれないかもしれないという意味にとれます。考慮に入

れないと言うことはありえるのですか？ 

国交省：仮定のことですので現段階では・・・・・・。 

Q:すみません。まず１つ。活断層が１つある。現実です。仮定ではありません。それから、他にもあるかもしれない。

仮定かもしれない。だけれど、防災とかという問題は、すべて仮定にもとづいて対策を講じるものではないのですか。

仮定のことは論じられないと言ったら防災対策なんてどうなるのですか。 

国交省：仮定のことといいますのは、現段階で我々がマルかバツをつけると言うことについて判断ができておりません

のでという意味でございます。 

Q:そういうふうにはとれないのですけど、では、いつ判断できるのですか？ 

国交省：現在審査中ですのでその時期については未定でございます。審査中で現在その内容をどういう風に判断するか

みているところですので。 

Q:基本的な考え方ですが、活断層がないことを前提として計画するのでは計画がおかしいのではないですか。 

Q：資料を見てくださいと言うのでホーム・ページをみたのですが、東京都は定期的に深さをどんどん掘っていって１

７０ｍくらい定期的に場所を決めておいて何年かごとに、どういう層になっているか、花崗岩とか定期的に調べている

のですが、JR東海が地質調査をしたというところに業者の名前も日時場所も全部白紙です。あれって本当に調査したの

ですか。本当に科学者が調査したのでならどこの会社がいつどこで調査したかを明記すべきではないですか。場所も書

かいてないのです。もっと精度よく調査していただくように要望します。東京都は全部を各年度ごとに調査しています。

私たちのところは多摩川台で調査しています。JRは調査しているのならしていると明記されたらいいのに信用できない

データを載せている。国交省の方も調査するなら JR 東海がどういうデータを使っているのか。しているのなら調査し

た工事業者の名前、誰が責任をもってやっているのかというところまで書いたようなデータを求めていただきたい。 

Q：上池台も署名を 70筆、田園調布 242筆、合わせて 312筆、JR東海の社長さんに提出した。 

うけとっていただきたいが、よろしいか。 

署名と要望書を提出した JR東海からの回答の記録	  

（回答方法	 電話）相手は中島さん「身分は言えない」とのことで社員の中島さんがおっしゃたこと。 

１．	再度説明会は行わない。①｢再度行わないと決定した者は言えない｣ 



	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②工事の内容、疑問点は当社の品川の工事事務所に照会ください。 

２．	上池台住民への説明会の事前告知方法 

①	 当社ホーム・ページ 

②	 大田区の広報	 4月からのせた 

③	 自治会の会長に話した。自治会の回覧板で回覧されたと理解している。 

３．	シールド工事トンネル掘削工事は 2年後になる。事業所にいた女性から聞いた予定。 

①	 シールドマシーンを設計中 

②	 2年内にシールドマシーン完成、北品川の縦坑から地下に入れてトンネルを掘り始める。 

③	 東雪が谷の縦坑は今年中に止め壁（鉄板製、鉄筋コンクリート製の 2段階）の工事を始める。 

認可が下りてすぐはじめるのではなく掘削工事の始めるのは 2020年の見込み 

（広報のコピーを見せる。）	 リニアとも書いてないし、トンネルを掘るとも書いてない、あなたの家の近くを掘るとも

書いてない。大深度法説明会	 第 19条。国土交通大臣は認可に関する処分を行おうとする場合申請にかかる事業者に対

し事業区域にかかる地権者や付近の住民に説明会の開催と使用許可申請書および添付書類を・・・。工事の内容を周知

させるために必要な措置を講ずるよう求めることができる。住民を特定して説明しなさいと言っているわけです。とこ

ろがどうですか。この区報。これを見て自分の家の地下にリニアのトンネルを掘るとわかりますか。わかれば説明会に

行くでしょう。わからないから説明会なんかに行けるはずないでしょう。 

説明は虚偽です。かたちはやった実質はやっていない。みんな虚偽です。 

日経ビジネスの記事、8 月 20 日の記事。リニア新幹線	 夢か悪夢かの特集がある。大田区の説明会の内容です。「5 月

中旬、区内の区民プラザの壇上に 6人の社員が登壇した。住民は 1人についき 3問まで。しかも 3問続けて述べるよう

に迫られ終わるとマイクを取り上げられる。すると社員が「慎重にすすめてまいります」「モニタリングします」など具

体性を欠く回答を続け，住民をいらだたせる。「おい、答えになってないじゃないか」「質問に１つづつ答えないにと対

話にならない」と怒号が飛び交う。すると若手社員が会場をにらみつけて「ご静粛に」と大音量のマイクで繰り返す。

最後は「時間が過ぎている」として説明会を打ち切る。」これが説明会と言えますか。ご確認ください。 

Q:37条。告示の日から 1年以内に限り損失の補償を請求できる。こういう法律ってありますか。将来ずっと被害がある。

工事中は騒音、振動、・・開通後は電磁波。さらに地価の下落が時間の経過と共に増し、リニアの開通後は一段と下がる

と推測できる。将来にわたって損害が発生していく、なのに 1年で区切るというのは何ですか。この法律は。これだっ

たら、住民は浮かばれないですよ。 

国交省：先ほどの確認事項で 1年に限り・・の話がございましたが。こちらの方は、この補償としているのは損失補償

と言われるものなのでございますが、工事で、事故、損害賠償。損害賠償というのはどの工事でも一般法である民法が

適応されますので、民法 709条。こちらの方で損害賠償請求が出来るというふうになっております。ですから、工事で

損害と言う違法行為によって発生したものに関しては、期間としては、民法 724条、これにて、損害および加害者を知

ったときから 3 年間行使しない、あるいは違法行為の時から 20 年間経過したとき時効が・・・しますが。その限りで

請求できる。当然のことながら工事で影響がでてきたら当然として請求できる。 



Q:救済のスキームが必要である。えんえん無責任だと思います。 

Q:今地震が、大地震がくるのが分かっているのに、強引に許可を通すと言うのは、人間としてどうなのですか？日々の

一人一人の人間の生命や財産を守ると言う立場から言って企業の利益をとかそういうのを越えて、生命がかかわる大地

震がせまっている時	 許可なんてできるのですか。国交省は人間として地震の問題をどう考えているのですか。 

Q:企業倫理	 人道的	 国交省の人はどう考えているのですか。説明さえしていない。大深度法のルールも守っていない。

国交省の方はどう思っているのですか。 

Q：みなさんは若くてこれから将来が期待されている方だけれど、一企業	 JR東海が自分の利益のために住民に非常に

大きな不安を、一人一人人間として考えてほしい。 

Q:ちゃんと説明するように指導してほしい。うわさで聞くところによると、説明をやらせるように指導していただける。

それでよろしいですか。事業所の指導はというのは、ちゃんと住民が聞いたことがわからないと認可はしないですよと

いうことを JR に伝えてもらわないと困ります。「住民のみなさんの意見を無視して認可ということには成らないと｣理

解してよろしいか。 

国交省：個別の話にはお答えできません。 

Q:一番大事な話です。前向きな答えと受け取ってよろしいですね。 

Q:シールドマシーンで使う薬剤を聞いておいてくれましたか。 

国交省：一般論で個人的に私が勉強した結果をお答えします。・・・・によって掘っていくとき土を掘った土をどこかに

ださなければならない。・・・に出すために添加剤を使うことがございます。方法によって水と土を混ざった土を外にだ

さなければならない混ざった土を水と土に分離するための添加剤トンネルと地盤面の中に・・隙間をうめるための裏込

め注入剤を使う。添加剤。注入剤がある 

Q:その種類はあってどういう名前の薬剤か教えてほしい。 

Q:地下水を汚染をしたり汚染が地上にでてくる心配がありちゃんとチェックして認可する。環境アセスの基本みたいな

ものです。 

Q:知りもしないのに許可がおりるなんて信じられない。 

国交省：具体的にどういう薬剤を使うかと言うのは工事を実施する会社が決まってその会社が具体的にどういう薬剤を

使うか考えるということになりますので・・・。 

Q：認可の後でもいいわけですか？どんな材料をつかうか。 

国交省：具体的にどういうものを使うか認可のあとでも・・・。 

Q:まるなげで、おまかせでいいのですか？どんなものでも使いたいほうだい。 

国交省：使いたいほうだいというわけではないですが、ただ具体的にどういうものを使うかは認可するにあたっての条

件にはなっていない、と言うことです。 

Q:チェック体制はどうなっているのですか。薬剤が工事中に環境を汚染しないかどうかチェックをどの局が管理される

のでしょうか？ 

国交省：工事する前に JR 東海が環境アセスしておりますので我々としてはそれにもとづいて適切に工事がなされてお



ると環境アセスに反しないかたちで薬剤に限らず工事を実施する。今の段階だと工事の業者、契約業者も決まっていな

い中なので今の時点ではわからないというお話し・・・。 

Q：不安が消えないので，不安が解消されたら認可してもらうという方向していただきたい。そういうことです。不安

を残さないように努力してください。 

国交省：認可に関しては都市局の方で確認することになりますので、縦割りでもうしわけないのですが。 

Q:何も知らないで認可するってことですね。 

国交省：具体的な薬剤・・・・。 

Q:まだ危険なものがあるかどうかも調べもせずに許可だけはただひたすら出すのですか・・・。 

国交省：そんななんでもいいから認可というわけではない。そこはお控え願いたい。 

Q:でも知らないのでしょう？許可する人が何もしらなくてでも許可できるのですか？ 

国交省：環境アセス、環境に影響がないような工事の仕方をすると確認しまして、それで認可する。 

Q:JRがいっさい答えないから国交省がこれじゃいけないでしょうと住民が安心できるような立場でお願いしたい。変わ

って来たら、その都度、環境アセスをやりなおさなければならないのではないのですか。新しい事がどんどん出て来て、

廃泥の処分もどこに処分するのかどこを通るかどこへ行くかも決まっていない、それが決まってはじめて環境アセスを

本当にやらなければならない、それをやらないで工事するのは問題です。ちゃんと薬剤とか伝えていただけますか。 

国交省：たとえば、具体的にどんな薬剤があるか。そういうことでよろしいですか。 

Q:可能性のある薬剤はみんな伝えておいてくれないと。 

国交省：可能性があるとすると数十数百とかそれ以上のものが出回っている。 

Q：それではなにが使われるかがわかりませんと言うことになりますね。 

国交省：たとえば、使われる可能性がありますとかはお答えできる可能性はあるかもしれないけれども、実際にどれが

使われるか現時点では我々でも答えられない。 

Q:環境汚染は後を見て分かっても、今はチェックのしようがないのですね。 

国交省：それは JR 東海が環境アセスというものにもとづいてやっていますのでそれに反しないようなものをもちいる

と我々は考えている。 

Q:アセスに適合する薬剤ってあるのですか？ 

国交省：そういう方向にもとづいて環境アセスをしておりますので・・・。 


